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はじめに
事実上の移民国家となって久しいドイツ連邦共和国には，さまざまな国からそれぞれの動機に基づ
いた人々が移住している。代表的な集団としては，1955年から1973年にかけて二国間協定に基づき
募集＿ざれた外国人労働者，ドイツ系であることを証明してドイユ国籍を取得するアウスジードラー
（帰還者）と呼ばれる人々，他国での政治的迫害から逃れてきた庇護権者，欧州連合の発足により流
動性の高まったEU市民などが挙げられる。
2005年のマイクロセンサス（抽出国勢調査）によれば，外国人人口は732万人で全人口の8．9％で，
そこに移住背景をもつドイツ国籍者（上掲のアウスジードラーや帰化した人など）を加えると，その
数は1，533万人となり実に全人口の18．6％に達する（1）。
近年，このような移民の子どもの学力問題が社会の耳目を集めている。最も大きな影響を与えた
のは，2001年12月に発表されたPISA（生徒の学習到達度調査）（2）の結果であった。調査項目であ
る読解九　数学的リテラシー，科学的リテラシーのいずれにおいても，ドイツは31カ国中20位から
21位となり，その事実は教育関係者のみならず広く一般にショックを与えたが，当調査結果は同時
に，移民家庭の子どもの平均学力が総じて低いことも浮き彫りにしたのである。そうした経験から生
じる危機感が，移民家庭の子どもに対する教育の改善を直接，間接に要求しているといえる。
PISA結果の公表からまもなく，各州文部大臣会議は「就学前段階から言語能力を改善するための
措置」や「教育的に不利な条件を負う子どもたち，特に移民家庭の子どもたちを効果的に支援するた
めの措置」など7つの分野に優先的に取り組むことに合意し（3），各州はそれぞれに新たな取組に着
手している。
本稿は，「就学前段階から言語能力を改善」し，「移民家庭の子どもたちを効果的に支援する」措置
の一つである基礎学校入学前のドイツ語支援教育に関する一考察である。よって，本論文でいうとこ
ろの「ドイツ語早期支援教育」とは，主として移民家庭の子どもなど，十分にドイツ語を習得してい
ない子どもに対して，基礎学校入学前に公的に行われている支援教育をさすものとする。
先に述べたように，各州は文部大臣会議における決定を受けて，ドイツ語早期支援教育に取り組み
始めているが，ここではドイツ連邦共和国の16州の中で初めて，就学前児童全員に対するドイツ語
能力判定とそれに連なるドイツ語早期支援教育を制度化したヘッセン州に注目し，そのドイツ語早期
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支援教育の構想と運用状況について明らかにする。また，新聞記事や現地調査に基づいて，ドイツ語
早期支援教育の意義と問題点を考察したい。
第1節　ヘッセン州におけるドイツ語早期支援教育政策とそれに対する反応
ヘッセン州では，2002年より就学手続きが変更され，基礎学校入学に際しての事前面接の時期が
繰り上げられた。具体的には，基礎学校入学年齢に達する子どもは，従来，入学予定の年の春に，
親と共に学校での面接を受けていたが，この面接が前年の秋に早められたのである。面接の場で子
どものドイツ語能力が不足していると判定されれば，校長は親に対して，その子どもが助走コース
（Vorlaufkurs）とよばれる就学前のドイツ語教育に参加するよう勧める。助走コースに参加すべきで
あると判断された子どもは，実際に参加したか否かに関わらず，翌年春に再度面接を受けることに
なる。そこでやはり基礎学校での授業に必要なドイツ語能力を身につけていないと判断されれば，入
学が1年間見送られる。そ－して，そのような子どもには学校での言語コースや準備学級（Vorklasse）
への参加が義務づけられ，翌年の入学に備えるという手続きになっている（4）。このような制度は，
連邦各州で初めての試みであるとされている。
本制度が導入されるにあたり，専門家や学校はどのような反応を示したのであろうか。その一例を
新聞記事から読み取っていくことにしたい。
2002年9月13日付のフランクフルター・ルントシャウ紙は，外国人割合の高い学校で言語教育
に尽力してきた校長の談話を紹介している（5）。その記事によれば，バーナウ北部のこのゲベーシュ
ス校（Gebeschusschule）は，庇護権申請者やアウスジードラーが生活する施設に近いことから，約
300人の児童のうち85％が移民という学校であるという。かれらの出身国は26カ国にわたり，たと
えば1年b組には11ヶ国から24人の児童が集まっている。このような状況でシュテユーピンク校
長が行ってきた教育は，児童の有する言語的・文化的多様性を共に学ばせあう実践である。
・シュテユーピンク校長は次のように語っている。「多様性は欠点ではなく，私たちの豊かさです」。
「私たちには母語が必要です。母語をもつことが必要です。それで私たちは授業で母語を使います。
子どもたちの潜在能力は大きい。だから私たちはそれを活性化させるべきなのです」。ドイツ語で意
思を疎通させるのが困難な第一学年の児童に「さしあたって問題なのは，ドイツ語の知識ではなくて，
コミュニケーションの可能性をつくりだすことなのです。知識が不足している子どもは誰でも，健全
な言語のシャワーを浴びることが必要で，それはさまざまな言語能力の子どもがいる集団でのみ可能
なことです」。そうであるから，不十分なドイツ語能力のために入学を見送られた子どもが集う準備
学級は「言語能力の健全な混成がない」ため，入学見送りは有効でないという意見である。よって，
シュテユーピンク校長は「私たちの学校では，おそらく入学見送りは起こらないでしょう」と述べる。
ある子どもの入学を認めるか見送るかは，各学校の校長の主観的判断であり，それを拘束する指針は
ないのである。シュテユーピンク校長は述べる。「ある学校に受け入れられる子どもが，別の学校で
は就学を1年待たなくてはならないかも知れないのですよ」。シュテユーピンク校長は，選別が，ド
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イツも長くそうであるような移民国家の現実を無視するものであるとし，「私たちはここで統合を夢
見ているのではありません。統合を実践しているのです」と語っている。
つまり，新たな制度は，多言語で生活する子どもをドイツ語のみによって一元的に評価するもので
あると批判し，基礎学校は言語の発達状況がさまざまな子どもすべてを受け入れるべき場所であると
いう立場を示している。
さて，2002年に導入された助走コースであるが，それは急掃えであったため，その正式な規定が
出されたのは翌年になってからであった。助走コースについての規定は，2003年4月9日付の文部
省通達である「出自言語がドイツ語でない児童の通学に関する通達」（6）の§6にある。その内容を要
約すれば，次のようになる。
助走コースは，学校が始まるまでの準備を目的として行われる任意参加のコースで，それに参加す
るのは，学校法に定められた入学前の面接の際に学校に通うために必要とされるドイツ語能力を身に
つけていない子どもである。助走コースは，原則として10－15人の子どもに対し，過10－15時間
行われる。助走コースが行われるのは，子どもが入学する予定の基礎学校，あるいはそのような基礎
学校数校のうち1校であるが，幼稚園など他機関の協力を得て別の場所で実施することも可能である。
学校法に定められた入学前の面接の際，入学に必要なドイツ語を身につけていない子どもの親に対し
ては，ドイツ語習得の重要性について伝え，その子の助走コースへの参加を強く勧めなければならな
い。
このように策定された助走コースが，どのように実施され，それによってどのような課題が生じて
いるかについて次節で見ていくことにする。
第2節　助走コースの実施状況と課題
本節では，助走コースが実際に始動してから後の状況を整理し，実際に現れている課題について考
えることにしたい。
2003年9月に就学義務が発生する予定であった約60，000人（このうち約10，000人が移民背景を持
つ）の子どもすべてに対してドイツ語能力が測られ，その中の5，041人が授業についていくのは難し
いと判断された（ここには，ドイツ語を第一言語とする子ども175人も含まれている）。これらの子
どもは助走コースへの参加を勧められたが，実際に参加したのは96．2％に相当する4，850人で，クラ
ス数は605を数えた。半年間の助走コースを終えて，2003年9月に第一学年へ入学できたのは4，621
人で助走コース参加者の95．3％であった。つまり，残りの229人（助走コース参加者の4．7％）は就
学延期となり，翌年の入学に向けて準備学級などへ入ることになった。この229人の子どもについて
は，「その大半が助走コースには時々しか来ていなかった」（7）とされる。
一方，助走コースへの参加を勧められながらも参加しなかった191人の子どもについては，その
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19％に相当する36人のみが入学を認められ，81％に相当する155人は就学延期となった。この155
人については，1年間の言語コース（これについては後述する）が義務づけられることになる。
ヘッセン州文部省のホーム一ページでは，近年の動向について次のように述べられている（8）。
「2005年度は，748の助走コースに6，201人の子どもがいた（2006年4月現在）。当初からとても広く
受け入れられ，非常に高い割合で成果をあげていた。すなわち，世界90ヶ国以上からやってきた親
の96％が，これまでに勧めがあればそれに従い，子どもを助走コースへ送り出してきた。最近の合
格状況については，これらの子どものうち96．7％が，助走コースを首尾よく修了し，第一学年に就学
した」。助走コースへの参加割合，参加した子どもの基礎学校入学割合は，いずれも当初からほぼ同
水準を保っていることがわかる。
以上が，助走コースの運用の概況である。ここから先はその具体的状況を探り，助走コースに関す
る実践的課題について考察することにしよう。
助走コースと幼稚園教育との両立
前傾の規定にあるように，助走コースは，基礎学校，あるいは幼稚園などに設置されることになっ
ている。実際には，その3分の2が基礎学校で，3分の1が幼稚園で提供されているという。基礎学
校での助走コースに参加する場合や，複数の地域で1つの助走コースしか置かれていない地方の場合
などには，子どもは少しの間幼稚園を離れて助走コースを受け，また幼稚園へ戻ることになる。そし
て，その親は，幼稚園への送り迎えに加えて，1日2時限の助走コースの前後にも子どもを送り迎え
しなければならない。こうした状況について，ヘッセン州の教員組合の一つであるGEW－Hessenは，
「子どもをいつもの（幼稚園の）グループから一時的に引き離す，あるいは2時限の助走コースのた
めに幼稚園自体を辞めさせてしまう，という影響を批判的にとらえている」（9）。助走コースに参加し
てドイツ語能力は高められても，社会性の育成など重要な教育的意義を持つ幼稚園での教育機会を失
うことがその代償となるのは許容されえない。子どもの発達の観点から，助走コースの位置づけが問
い直される必要があろう。
助走コースとそれ以外の教育との供給均衡
助走コースの設置に伴って，予算，人員の面で削減されることになった教育領域には何が挙げられ
るであろうか。助走コースの導入によって後退する教育活動について考えてみたい。そのために，ま
ず移民の子どもの教育政策に関する現在の州政府の基本姿勢を整理することから始めたい。
1999年から政権の座を占めるキリスト教民主同盟（CDU）は，移民の子どもの教育問題をドイツ
語能力の問題に集約させた形で政策を運営している。助走コースは就学前段階における支援教育であ
るが，移民児童・生徒に対するドイツ語支援教育は，当然ながら初等・中等教育段階においても提供
されている。それらを含めると，ヘッセン州における移民児童・生徒に対するドイツ語支援教育は次
のように整理される。
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①「助走コース」Vorlaufkurse：義務教育年齢に達していない子どもで，就学前に第一学年の授業に
必要とされるドイツ語知識をまだ身につけていない者のための任意のコース
②「学校での言語コース」verpnichtenderschulischerSprachkurs，「準備学級への参加」verpflich－
tenderBesucheinerVorklasse：不十分な言語知識のために通学を見合わせている就学義務のある
子どもに義務づけられる
③「集中クラス／集中コース」Intensivklassen／Intensivkurse：ドイツ語知識がまったくない，ある
いはほとんどなく，通常学級の授業についていけないような中途入学者を対象
④「識字コース」Alphabetisierungskurse：学校での準備教育がない生徒を対象
⑤「ドイツ語支援コース」Deutsch－F6rderkurse：意思の疎通はできるが，まだ通常授業の要求を問
題なく満たすことができるほどには読み書きをマスターしていないような生徒を対象
⑤のドイツ語支援コースは，そ‾のコース数および参加生徒数が倍増していると報告されている‾。具
体的な数字を引用すると，コース数については1999年度の3，013コースから2003年度の6，519コー
スへ約2．2倍になっている。しかも2003年度の数字に関しては，以下のような補足がある。6，519コー
スというのは狭義のドイツ語コースであり，ドイツ語知識の拡大と改善に貢献するという問われ方で
あれば支援コースは8，690に達するという。生徒数についても1999年度の23，013人から2003年度の
51，289人へ約2．2倍になっており，コース数の算定の場合と同様に広義のドイツ語支援という意味で
あれば2003年度には70，786人が受講しているということである。
さて，予算の有限性を考えれば，こうしたドイツ語支援教育強化の背景に，規模を縮小された教育
活動があることが推察されるであろう。この場合のそれにあたる筆頭は，母語教育である。
ヴオルフ文部大臣（KarinWolff）は，教育学雑誌『ペダゴーギク』Pえdagogik（2000）において，
次の2点を論じている（10）。一つには，州文部省の主導で母語教育を行う意義が薄れているという指
摘である（この指摘には教育学の分野で重ねられてきた研究成果に鑑みて反論すべき論点が含まれて
いるが，これに関する言及は他の機会に譲りたい）。いま一つは，州文部省が取り組むべき最重要課
題は外国人児童のドイツ語の早期教育であるということである。これら2点の見解に基づけば，もは
や必要性の下がった母語授業への予算配分は，ドイツ語早期支援教育へ回されてしかるべきであるこ
とになる。それは，母語授業のための支出に関して，ヴオルフ氏が次の数字を挙げていることからも
窺い知ることができる。「昨年度（1998／99年度；筆者注）は，普通教育の第1－10学年に在籍する
約47，500人の生徒（約63％）がこの授業に参加した。州の負担は約3，870万ドイツマルク（当時の
為替レートで約27億円）であった」（11）。
では，いかに母語教育の予算を削減するのか。従来，州の権限で行われてきた出自言語授業につい
て，1999年以降は新たな教員を採用せず，それぞれの国の領事館に漸次それを委譲していくことに
なった。よって，助走コース導入の背景には，まず母語教育縮小があることが確認できた。
次に，基礎学校入学後のドイツ語支援教育が相対的に縮小される場合を考えるべきである。すべて
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の学校に助走コースのための教員が新しく着任するわけではない。学校がドイツ語支援教育のために
擁することができる教員には限りがあり，「上の学年の児童に対する支援授業から，助走コースに必
要な教員のコマ数を取ってこなければならないという懸念」（ある校長の談話）（12）が抱かれる。たし
かに，就学前段階でのドイツ語支援教育は高い効果を生むであろう。しかし，ドイツ語を母語とする
子どもとそうでない子どものドイツ語能力は・入学の時点での差が小さければ（あるいはなければ），
その後ずっと同じように向上していくわけではない。よって，すべての在学期間を通じて適切に支援
されることが必要である。また，中途入学者（Seiteneinsteiger）と呼ばれる児童・生徒，すなわちド
イツの学校制度に途中から編入した移民児童・生徒にとっては，助走コースよりも他のドイツ語支援
教育が充実している方が望ましいであろう。
以上が助走コースの実施に伴う問題点についての考察であり，いわば助走コースの陰の面について
みてきたことになる0次節では，助走コースの実践例を取り上げ，助走コースの陽の面について言及
したい。
第3節　助走コースの実践例
筆者は，2008年3月10，11日に，ヘッセン州フランクフルト市内にあるペスタロッチ校
（Pestalozzischule）で助走コースの授業を見学した。その際の観察結果の一部を以下にまとめること
にしたい。
ペスタロツチ校では，2004年度から助走コースが設けられており，毎年11月1日から4月30日
までの半年間にわたって授業が行われることになっている。2007／08年度の助走コースは全1クラス
で，子どもたちは1日2時限の授業を月曜日から金曜日まで毎日受けている。この授業を担当してい
るのは，ムンドー（CarolaMundo）氏で，彼女は学級担任には就かずに，助走コースの他は英語や
算数，補習授業など教科授業のみを受け持っている0助走コースを担当するにあたり，ムンドー氏は，
ハイデルベルク大学のカルテンバッハー博士（Dr．ErikaKaltenbacher）を中心として開発されたプロ
グラム「入学のためのドイツ語」DeutschfiirdenSchulstart（DFDS）による研修に参加した。この
研修は3日間のセミナーに始まり，その後もインターネット等を通じて継続されるもので，筆者がペ
スタロツチ校を訪問した時点ですでに100時間以上の研修に参加しているとのことであった。授業に
はDFDSが独自に作成した教材が用いられ，この教材は，ムンドー氏のようなセミナー受講者の教
員が実践で用いた結果をフィードバックする形で改良が進められている。
では，実際の授業の様子について，以下に説明することにしよう。
1時限目の授業の始まりと共にムンドー氏は黒板の前に立ち，「これは何？」と熊が措かれた絵を
子どもたちに見せる。子どもたちが冠詞を付けずに「クマ！」“Bえr！”と答えると，ムンドー氏は定冠
詞を付けて，「これは熊です。」“DasistderBar．”という文章の形にし，全員に3回復唱させる。動物
の名前は前週に学習しており，それぞれの名詞の性を含めて思い出させるのがここでの目的であった
が，子どもたちはその名詞の性に応じた定冠詞を選べないことが少なからずあった。しかしムンドー
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氏は単語を覚えていることを褒め，定冠詞の誤りはさりげなく訂正していた。例えば次のようなやり
取りである。
教師“Wasistdas？”（これは何？）
子ども“Dasist卓竺Pferd．”（それは‘馬’です。）
教師“Dasist車型Pferd．Richtig！”（これは馬です。そのとおり）
次いでムンドー氏は，それらの動物が黒板に措かれた風景のどこにいるのがふさわしいかについて
一つ一つ尋ねていく。動物とそれが生息する場所については，子どもたちは前の時間に物語形式で聞
いている。
教師“Weristdas？”（これは誰でしょう？）
子ども“EinHund！”（犬！）
教師“DasisteinHund．Wogeh6rtderHundhin？WohinstelleichdenHund？”
（これは犬です。犬はどこにいるもの？どこに置こうか？）
子ども“HinterdenBusch！”（茂みの後ろに！）
子どもの答えにあわせて，馬は農場に，おじいさんは木の下に，蛇はおじいさんの後ろに，とそれ
ぞれマグネットで貼られていく。
写真：授業中の黒板
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このときには，場所を表す前置詞が数種類使われている。場所を表す前置詞は，それに続く名詞の
格を問う0ゆえに，名詞の性とそれに応じた正しい格変化を学ぶのに格好の題材となっているのであ
る。
そして今度は動物の名前とその動物の鳴き声とを組み合わせて，動物の名前をより印象深く子ども
に覚えさせる。
教師“WiesprichtderHund？”（犬はどんな風にしゃべる？）
子ども“Wauwau！”（ワンワンI）
全員“Wauwau．Wauwau．Wauwau．
教師“WiesprichtdieKuh？”（牛は？）
子ども“Muh．”（モーウ）
全員“Muh．Muh．Muh．Muh．”
子どもたちはそろって大きな声で鳴き声を真似し，ムンドー氏も一緒になって何度もそれを繰り返
す。これには，全員が大きな声を出すことで授業への主体的な参加を促し，子どもを退屈させないと
いう効果があるだけではない。後に再び動物の名前を復習する時になって，それを思い出せない子ど
もには，ムンドー氏がその動物の鳴き声を真似することで子どもの記憶を呼び覚ます，その際の手が
かりになるのである。
動物の名前について，絵が措かれたカードを使い，鳴き真似をし，時には全身を使って身振りを真
似しながら，「犬」と言うべきときに即座に“derHund”と言えるまで，教師は繰り返し教えていく。
そして，そうして覚えた単語を使いながら，さまざまな文章を作り，構文についても自然と理解でき
るように配慮されている。
以上の例示からわかるように，就学前のドイツ語教育は，鉛筆を持って取り組む「勉強」ではなく，
聞いて，話す中にドイツ語習得に重要な要素がちりばめられている「体験」であるといえる。
また，ムンドー氏は授業の中で折に触れて子どもの母語に話題を移していた。子どもから教えても
らったトルコ語の単語がうまく発音できなかったとき，ムンドー氏は「難しいね。私にそれが難しい
ように，あなたたちにも難しいドイツ語があるでしょうね，Eichh6rnchen（リス）とかね」と語った。
教師のこのような姿勢は，子どもの自尊感情を育むことにつながるであろう。自分の母語が話題にな
ることで，教師がそれに関心を持っていることを察知し，さらには母語ならば自分が先生に教える立
場になるということも経験する。そして教師の示した共感的理解の態度からは，ことばを学ぶことは
誰にとっても難しいことなのだということを感じ取るであろう。それによって，子どもたちに，ドイ
ツ語ができないという否定的な自己像ではなく，2つの言語に通じているという肯定的な自己像を抱
かせ，たとえドイツ語の習得に苦労しても，それは自分が劣っているからではなくそもそも難しいこ
となのだと前向きに学習に取り組ませることができよう。よって，ムンドー氏の教育実践は，多文化
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教育ないしは多言語教育の一面も持ち合わせているということができ，ドイツ語早期支援教育が母語
の存在の否定につながるものではない教育たりえることを証明している。
結語　ドイツ語早期支援教育の課題と展望
他州に目を転じれば，ベルリン州では就学前の子どもを対象とするドイツ語能力調査が行われてい
る。Barenstarkと名づけられたこの調査は，「1999年～2000年にベルリン州教育省の依頼によりベ
ルリン・ミッテ学校心理学カウンセリングセンターの作業チームにより開発され，2000－2002年に
試行実施された後，2003年より毎年，ベルリン州の就学前の子どもたち全員，すなわちドイツ語を
出身言語としない子どもたちはもちろん，ドイツ語を出身言語とする子どもたちも対象として実施さ
れている」（13）。
また，ノルトライン・ヴェストファーレン州では，2年後に基礎学校へ入学する予定の子どもにド
イツ語能力に関するテストを行い，その結果に応じて就学前のドイツ語支援教育を用意するという方
針を打ち出し，2007年から実施に移されている。
このように，連邦制を敷くドイツでは，州ごとに独自の取組豆より就学前段階でのドイツ語支援教
育体制を整備している。早い段階からのドイツ語支援教育の重要性に対しては，誰もが肯定的な意見
を示すであろう。学年が上がるごとに学習内容の難易度は高まることを考えれば，少しでも早い時期
に遅れを解消しておいた方がよいことは明らかであるからだ。しかし，それを優先させることによっ
て失われるものに焦点を移すと，第2節で考察したように，現在のドイツ語早期支援のあり方は依然
として多くの課題を含んでいる。
そこで最後に，ヘッセン州のドイツ語早期支援教育に関する二つの指摘を述べ，論を終えることに
したい。
第一に，追加的なドイツ語支援教育（とりわけドイツ語早期支援教育）が移民児童・生徒の学力問
題をすべて解消するわけではないということである。本来は，通常の幼稚園や学校が，ドイツ語を母
語とするか否かに関わらず，すべての子どもにとって共に成長できる場であるべきなのである。追加
的な支援策は現実がそうでないがゆえの次善の策なのであり，抜本的な改善のためには，保育士や教
員が研修等を通じて第二言語習得などについての理解を深め，ドイツ語を母語としない子どもの言語
発達の促進に関する専門性を身につけることが望まれる。
第二に，移民児童・生徒の統合の度合いがドイツ語能力のみを尺度としてとらえられることに注意
を喚起したい。たとえば基礎学校への入学を見送る決定は，認知的発達などの面から子どもの全体を
みて判断されるべきもので，ドイツ語能力の程度のみを評価基準とするべきではない。また，ドイツ
語以外を母語とする生徒がその言語を第一ないし第二外国語として選択できるような授業の提供を拡
充するなど，修了証獲得や進学を促進する策が他にもある。
社会や学校の言語的多様性を認識してもなお，学校教育の「本流」は，ドイツに生まれ育ち，ドイ
ツ語にだけ接してきた子どもを対象として構想されている。その前提による基準に満たない子どもに
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対して別の場で支援するのではなく，真に求められるべきは，すべての子どもが一緒に学ぶことので
きる環境である。よって，ドイツ語早期支援教育は，現状ではそれに多くを期待するのもやむを得な
いとしても，将来的には学校教育全体の改善によって「本流」に統合されていくべき教育であると結
論する。
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